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【核不拡散】

核兵器を巡る国際的枠組み
核兵器不拡散条約（Nuclear Non-Prol iferation Treaty：NPT）

核兵器不拡散条約（NPT）は、冷戦期 に、核兵器の廃絶に関する交渉が進まず、他方で核兵器

の新たな取得を模索する国、あるいは核兵器を製造する潜在能力を持つ国が増えるなかで、

まずは核兵器の拡散を防止することが核兵器の廃絶につながるとの考えのもとでつくられま

した。核不拡散、核軍縮、原子力の平和利用を三本柱とする、核不拡散体制の中心的存在です。

【核兵器国／非核兵器国】 【核軍縮】

【原子力の平和利用】

NPTの三本柱

NPTでは締約国を「核兵器国」と「非核兵器国」

の２つのグループに分けています。「196 7年1月1日

より前に核兵器を保有し、爆発させた国」を「核兵

器国」として核兵器の保有を認めています。米国、

ロシア、英国、フランス、中国の 5カ国がN P T上

の核兵器国です。これら5カ国以外は「非核兵器国」

となります。

5カ国のみに核兵器の保有を認めるという不平等

を緩和するために、N PTは核兵器国に対して、

核軍縮に向けて各国と誠実に交渉することを

義務づけています。

すべての締約国には核兵器不拡散の義務が課

されています。非核兵器国は、核兵器の取得・保有

が禁じられています。また、核兵器国は、非核兵器

国に核兵器を移譲することや核兵器取得を援助

することが禁止されています。

NPT はすべての締約国に対して原子力の平和

利用（電力供給のための原子力発電所利用など）

を「奪い得ない権利」として認めています。国際

原子力機関（IAEA）による保障措置（査察や検証）

の実施を非核兵器国に義務づけることで、核兵器

の不拡散と非核兵器国による原子力活動の両立

が図られています。 
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 N P Tが19 6 8 年に成立し、197 0 年に発効した後も、核兵器の取得を企てる国はなくなりません

でした。冷戦終結直後に、南アフリカが核兵器を廃棄して非核兵器国としてN P Tに加盟しま

したが、冷戦期から核兵器を保有している（とみられる）インド、パキスタン、イスラエルは、

現在もN P Tに加盟しておらず、これらの国々が早期に非核兵器国としてN P Tに加盟すること

が求められています。また、北朝鮮は19 8 5 年に N P Tに加入しましたが、20 0 3年にN P Tから

の脱退を宣言しました（N P T締約国全体としては、北朝鮮の条約上の地位に関する解釈を明確

にしていません）。

NPT運用検討会議
NPTでは、条約が発効してから 5年ごとに運用検討会議が開催され、締約国が核軍縮や核不拡散

などをどのように実施してきたかを見直し、今後採るべき施策を議論してきました。これまで

最終文書が採択できるかが会議の成功・失敗の評価を分けてきました。2015 年に開催された

NPT運用検討会議では、核軍縮問題（ 特に核兵器の非人道性や法的禁止）と、中東の核問題を

巡り、会議参加国の間で激しいやり取りが交わされ、最終文書の採択に失敗し、締約国の意見

の相違が鮮明になりました。

N P T加盟状況 ■成立：1 9 6 8 年 　＊ 世 界 で 最 も 締 約 国 の 多 い 軍 縮・不 拡 散 条 約
■ 発 効：1 9 7 0 年 　＊ 条 約 発 効 後 、5 年 ごと に 運 用 検 討 会 議 を 開 催

　 　 　 　 　 　 　 　 ＊ 1 9 9 5 年 に 条 約 の 無 期 限 延 長 が 決 定

NPT締約国（191カ国） NPT非締約国

インド

イスラエル

パキスタン

北朝鮮

核兵器国

米国、ロシア、英国、フランス、中国

日本
韓国
豪州

スウェーデン
ドイツ

オーストリア
スイス

イラン
インドネシア

シリア
カザフスタン
メキシコ
ブラジル
南アフリカ など

非核兵器国

核保有国
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